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Ⅰ　はじめに
平成19（2007）年４月、我が国の障害児教育は、
それまでの「特殊教育」から「特別支援教育」に転
換された。特別支援教育の推進にあたって、「理念」
が次のように示された。
「特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自
立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するとい
う視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニー
ズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の
困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要
な支援を行うものである。また、特別支援教育は、
これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく、知的
な遅れのない発達障害も含めて、特別な支援を必要
とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校において
実施されるものである。さらに、特別支援教育は、
障害のある幼児児童生徒への教育にとどまらず、障
害の有無やその他の個々の違いを認識しつつ様々な
人々が生き生きと活躍できる共生社会の形成の基礎
となるものであり、我が国の現在及び将来の社会に
とって重要な意味を持っている」４）。
この理念に含まれる文言で注目すべきキーワード
の一つが「教育的ニーズ」という用語である。特別
支援教育が施行される４年前、平成15（2003）年３
月「今後の特別支援教育の在り方について（最終報
告）」では、「特別支援教育の基本的方向と取組」と
して、「障害の程度等に応じ特別の場で指導を行う
『特殊教育』から障害のある児童生徒一人一人の教
育的ニーズに応じて適切な教育的支援を行う『特別
支援教育』への転換を図る」とした16）。この文言に
見るように、「教育的ニーズ」は、特殊教育から特
別支援教育への転換を図るための基幹的概念である
と考えられる。この「教育的ニーズ」という用語・
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概念の重要性について、柘植（2004）は、一人一人
の特別な教育的ニーズによる制度転換は画期的なこ
とであるとし、「子どもの見方、学校の取り組み、
自治体の取り組み方、そして、国の取り組み方、多
方面でのこれまでの在り方に様々な変革を求める必
要性が高まってくることが予想される」として、こ
の用語・概念の重要性とともに、この教育に与える
影響を指摘している17）。
一方、「教育的ニーズ」という用語・概念は、国
際社会の思潮を受けて醸成されてきたものである
が、我が国の教育行政の歴史にあっては、比較的近
年になって導入された用語・概念でもある。この用
語が公式に使われたのは、平成13（2001）年１月の
「21世紀の特殊教育の在り方について～一人一人の
ニーズに応じた特別な支援の在り方について～（最
終報告）」で、「特別な教育的ニーズ」という表現で
初めて使われたとされている５）17）。なお、この報告
では、「特別な教育的ニーズ」と表記されているが、
その２年後の平成15（2003）年の「今後の特別支援
教育の在り方について（最終報告）」では、「障害の
ある児童生徒一人一人の教育的ニーズ」のように、
「障害のある」という言葉が併記されるようになっ
た22）。用語の表記が短期間で変化していることから
も見ても、当時、この用語・概念の導入にあたって
の概念整理は、必ずしも確定的ではなかったことが
推察される。
このように、「教育的ニーズ」という用語・概念
は、本来的には特別支援教育の転換における基幹概
念であり、教育行政の仕組みのみならず、教育実践
上にも大きな影響を及ぼす概念であるはずである
が、我が国の障害教育行政にあっては、導入の歴史
は浅く、加えて、現在に至るまで、この用語・概念
に関する公的な定義は示されてこなかった。
こうした状況に懸念を示す指摘は少なくない。徳
永（2005）は、導入の意義が議論されておらず、
「障害」概念の問い直しの議論が少ないことに加え、
多くの異なる文脈で「ニーズ」が使用されており、
意味の混乱が生じていることを指摘している15）。横
尾（2008）は、「教育的ニーズ」の具体的な定義が
まだなされていないことから、現場の教員がどのよ
うに「ニーズ」を理解し、子どもに関わっていくか
が曖昧であり、制度が変わっても障害のある子ど
もへの本来の「支援」に結びつかない可能性を指
摘22）、高倉・太田（2010）は、障害のある子どもの
ニーズを基本にして教育的対応を図ることが特別支
援教育の眼目であれば、「教育的ニーズ」を理念な
らびに実践方法上、どう解釈し理解するかが問われ
ると指摘している12）。
そこで、本論文では、「特別な教育的ニーズ（Special 
Educational Needs。以下、SEN）」の用語・概念を基
幹的に用いた1970年代に始まるイギリスでの取り組
みと、1994年にユネスコとスペイン政府共催でなさ
れた「サラマンカ声明」における取り組み、それぞ
れについて、今日的な理念・意義の側面から「教育
的ニーズ」の理解について検討する。次にこれを踏
まえ、「特別支援教育の推進について（通知）」で示
された「特別支援教育の理念」の解釈について考察
する。
Ⅱ　「教育的ニーズ」をめぐる国際的思潮
１ ．イギリスにおける「特別な教育的ニーズ（SEN）」
概念と理念・意義的側面
「教育的ニーズ」という概念をめぐっては、イギ
リスにおいて1970年代に始まる「特別な教育的ニー
ズ（SEN）」の概念と、1978年の「ウォーノック報
告」、これを受け1981年に始まる教育制度の変遷等
が多く紹介されている３）８）９）10）11）15）21）22）。このイギ
リスにおける「特別な教育的ニーズ」概念を今日的
な理念・意義の側面から整理すると、次の事項に整
理できると考える。
①「特別な教育的支援の必要性」という観点から子
どもを捉える概念
子どもの学習上や生活上の困難を、子どもの「障
害（impairment）」だけに限定することなく、言語、
宗教、文化的マイノリティー等に由来する困難等
も含めて「特別な教育的支援の必要性」から捉え
る概念であり、広範な子どもが対象となる。その
意味で、「特別な教育的ニーズ」は必ずしも「障害
（impairment）」と同義ではない。
②支援の必要性は連続的なものであると捉える概念
「特別な教育的支援の必要性」という観点から見
た場合、それが当てはまる子どもとそうでない子ど
もの区分は必ずしも明確でなく、支援の必要性は、
障害のある子どもだけでなく、どの子どもにも連続
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的に存在する。
③個人に属する「個体要因」と子どもを取り巻く
「環境要因」との関係で捉える概念
「特別な教育的支援の必要性」という観点から見
た場合、必要性が生じる原因となっているのは、例
えば、「障害（impairment）」等、個人に属する個体
要因だけでなく、教師や授業内容・方法等といった
環境要因も大きく影響していることから、その関係
性によって捉える。また、その意味で、「特別な教
育的ニーズ」という概念は相対的で曖昧なものでも
ある。
④子どもを否定的な側面で捉えることを避ける概念
子ども個人に属する否定的な側面、例えば「障害
（impairment）」であれば、そのことに焦点をあてす
ぎていたことを反省し、安易なラベリングやレッテ
ル貼りに基づく対応を避けようとする。
⑤既存の教育内容・方法・システムに子どもを合わ
せるのでなく、可能な限り個々の子どもに合わせ
てそれらを用意、あるいは柔軟に対応しようとす
る概念
子どもはそもそも多様であることから、カテゴラ
イズした集団としての対応よりも、個々の違いを尊
重した個別的な対応の重視。これを徹底して満たそ
うとすれば、理論的には、調整の必要性は既存の教
育内容・方法、教育制度もその対象となる。　
1970年代から1980年代の約20年間は、世界的に
も、障害者の権利だけでなく、障害概念や自立観の
変革なども含み、障害者の主体性確保・確立を志向
する理念が急速に高まった時期でもあった。国連に
より「精神遅滞者の権利宣言（1971）」、「障害者の
権利に関する宣言（1975）」、1981年の「国際障害者
年」と1983年に始まる「国連・障害者の10年」な
ど、障害者の権利に関する宣言・運動が次々採択さ
れるとともに、身体障害者を中心とした「自立生活
運動」、知的障害者を中心とした「ピープルファー
スト」等、障害のある当事者自身による運動が活発
化した。
また、ノーマライゼーションの思潮の浸透・発展
を受け、統合教育への志向が強まった時期でもあ
る。イギリスにおいても、この志向を強めており、
「特別な教育的ニーズ」の概念導入は、統合教育の
理論的根拠でもあり、推進のための戦略的概念で
あったことにも注目しておきたい。
障害観についても、1980年の「国際障害分類
（ICIDH）」による「社会的不利（handicap）」の要
素・視点は、障害を個人の属性として捉える視点か
ら社会環境も含んだ視点を提示、その後の改訂作
業を経て、現在の環境的側面を重視した障害概念
へと変化している。これは、障害のある人を「障害
（impairment）」というカテゴリーあるいはレッテル
から捉えることの離脱・開放を含む方向でもある。
これら国際社会の思潮は、「障害のある人の主体
性確保・確立」の動向を示していることから、「教
育的ニーズ」の理解にあたっては、このことを基盤
にして考える必要があると考えられる。
２ ．1994年「サラマンカ声明」における「教育的
ニーズ」概念と理念・意義的側面
イギリスを発祥とするこの用語・概念であるが、
その後急速に世界的な広がりを見せる。1981年の「国
際障害者」年に関連する諸文書、ユネスコ、OECD
の報告等にもキーワードとして多く登場するよう
になった３）。1989年に国連で採択された「子どもの
権利条約」では、障害のある子どもに関する条項
で「障害を有する児童の特別なニーズ（the special 
needs of disabled child）を認めて」という表現で、
「可能な限り社会への統合および個人の発達（文化
的・精神発達）することに資する方法で」、教育等
を実質的に享受できるようにすることを規定して
いる18）。1993年に国連で採択された「障害者の機
会均等化に関する基準規則」では、「障害のある
人の特別なニーズ（the special needs of persons with 
disabilities）」の表記と共に、教育では、統合された
環境（integrated settings）の原則を挙げ、インクルー
シブ教育への志向が見られる19）。ただし、「子ども
の権利条約」でも、「障害者の機会均等化に関する
基準規則」においても、「教育的ニーズ」そのもの
の詳細な説明はない。共通するのは、統合・インク
ルーシブ教育の志向である。
こうした国際社会の動きを受け、1994年の「サラ
マンカ声明」では、教育における「インクル－ジョ
ン」の原則を提唱したが、ここで基幹的に用いられ
る用語・概念が「特別なニーズ教育（Special Needs 
Education）」である20）。
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「サラマンカ声明」では、「学校というところは、
子どもたちの身体的・知的・社会的・情緒的・言語
的もしくは他の状態と関係なく、『すべての子ども
たち』を対象とすべきである」とする。例として次
が挙げられている（表１）。
表１　 「サラマンカ声明」に見る、特別なニーズ教育の対
象例
障害児
英才児
ストリートチルドレン
労働している子ども
人里離れた（remote）地域の子どもたちや遊牧民
の子どもたち
言語的・民族的・文化的マイノリティー
その他、恵まれていない（disadvantaged）、もし
くは辺境で生活している子どもたち
「特別な教育的ニーズ（SEN）」という用語につ
いては、そのニーズは「障害もしくは学習上の困難
（disabilities or learning difficulties）からもたらされる
全ての児童・青年に関連する」と述べている。その
他、個人に属する障害（impairment）に焦点を向け
てきたことの社会的な問題の指摘、固定化した教育
から、子どものニーズに合わせた教育の必要性の指
摘も含めて、イギリスでの解釈・理解とほぼ同じ文
脈であると見てよいと考える。
「サラマンカ声明」は、国際的な視野から、全て
の子どもが教育機会にアクセスできるようにするた
めの戦略的概念として、イギリスの取り組みに端を
発する「特別な教育的ニーズ（SEN）」を用いたも
のと見ることもできよう。
なお、前述したイギリスにおける一連の取り組み
でも、サラマンカ声明においても、「特別な教育的
ニーズ（SEN）」と統合・インクルーシブ教育は、強
く結びついており、いずれも統合・インクルーシブ
教育を原則としながらも、一方で例外を認めている。
イギリスの1981年教育法では、「親の意見を考慮
し、かつ、その子どもが必要とする特別な教育的対
応が与えられること、その子どもと一緒に教育を受
ける他の子どもと一緒に教育を受ける他の子どもの
効果的な教育が妨げられないこと、財源の有効な利
用が妨げられないこと」の３つの条件が満たされた
時に、通常の学校の教育を保障する義務が教育行政
側に発生するということが定められている21）。「サ
ラマンカ声明」においては、「（特殊学校や学級への
子どもの措置は）通常の学級内での教育では子ども
の教育的ニーズや社会的ニーズに応じることができ
ない、もしくは、子どもの福祉（welfare）や他の子
どものたちの福祉にとってそれが必要であることが
明白に示されている、まれなケースだけに勧められ
る、例外であるべきである」としている。
これらは、特別な教育的支援の必要性とその手立
ての提供という観点から整理できる。特別な教育的
支援の必要性があり、有効な手立てが提供できるな
らば、通常学校での教育を行うべきであり、これを原
則とする。しかし、例えば重い知的障害があるなど
の理由で、通常の学級で手立てが十分に提供できず、
その子どものニーズが満たされない状況・状態であ
れば、特別な場での教育を行うということである。
Ⅲ 　「教育的ニーズ」をめぐる動向と「特別支
援教育の理念」の解釈
これまで見てきたように、国際的な「教育的ニー
ズ」の用語・概念をめぐる動向は、障害のある人の
主体性確保・確立に向けた世界的な取り組みと思潮
を受け、障害カテゴリーにとらわれない子どもの把
握、個人に属する問題よりも子どもを取り巻く環境
要因による問題への注視、固定化された教育制度か
ら個々の子どもに合わせた教育制度、その結果とし
ての統合・インクルーシブ教育の志向があった。
これら国際的な「教育的ニーズ」をめぐる概念
的・理念的動向を踏まえ、本論文の冒頭で紹介した
平成19（2007）年「特別支援教育の推進について
（通知）」４）で示された「特別支援教育の理念（以下、
「理念」）」について考察する。
１．対象
「理念」は、「障害のある幼児児童生徒」と障害の
ある子どもを対象としている点で、国際的思潮から
見ると限定的である。先に、経緯の中で「障害のあ
る」という言葉が併記されるようになったことを述
べたが、法的な整合性や条件整備等を勘案すると、
― 43 ―
植草学園短期大学研究紀要　第16号　39～ 45頁（2015）
当時は限定的に表現せざるを得なかったのではない
かと推察される。対象として拡大されたのは、「知
的な遅れのない発達障害」であり、しかし、「障害
（impairment）」の範疇である。
ただし、「理念」の後段では、「特別支援教育は、
障害のある幼児児童生徒への教育にとどまらず」と
しており、対象拡大の含みも残していることから、
当面の準備段階として障害のある子どもを想定して
いると見ることもできる。
２．取り組みの基本的視点・姿勢
「理念」において、特別支援教育の取り組みの基
本的視点・姿勢を示すものが「自立や社会参加に向
けた主体的な取組を支援するという視点に立ち」と
いう冒頭の文言である。この「（子どもの）主体的
な取組を支援」するという視点は、日々の教育実践
から教育内容・方法、教育制度まで包括する視点・
姿勢でもある。また、この文言は、我が国の特別支
援教育における教育的価値の側面を示すものでもあ
ると考えられる。
国際的思潮である障害のある人の主体性確保・確
立の動向を受け、子どもを教育の客体的存在ではな
く、主体的存在として明確に位置付けたことは、今
後のこの教育のありようを方向付ける文言であり、
極めて重要であると考える。この視点は、次に続く
「教育的ニーズ」の理解においても、基本となる原
則でもある。
３．「教育的ニーズ」の理解
「理念」では、「幼児児童生徒一人一人の教育的
ニーズを把握し」とあるが、先に見た基本的視点・
姿勢を踏まえれば、「子どもの主体的な取り組みを
支援する視点から、教育的ニーズを把握する」とい
うことになる。
「教育的ニーズ」は、国際的な観点では、子ども
一人一人の「特別な教育的支援の必要性」と見るべ
きである。また、この教育的支援の必要性は、「障
害（impairment）」に起因する生活や学習上の困難
性もあるが、環境的側面に関係して生じる困難性も
含む。
一方、子ども主体あるいは子どもの側に立脚した
教育的価値に重きを置き「教育的ニーズ」を理解す
る論も少なくない。
前川（2004）は、「教育的ニーズ」を次のように
説明する。「子どもは、それぞれの今自分のできる
ことを精いっぱいおこない、生き生きと生活を楽し
みたい（ニーズ）のではないか、その中からさら
に生活を広げる力が育ち、その力を発揮すること
（ニーズ）を楽しむのではないかと。そのために子
どもができること、大人や友達のわずかな助けでで
きることを見いだし、生活として組織化することが
子どもの教育的ニーズを実現する要になる」２）。こ
の前川の視点は、子どもを生活の主体的存在として
位置付けた上で、子どもの思いと力の発揮を教育的
ニーズとして捉える視点である。
小出（2004）は、子どもを学校生活の主体者とし
て位置付け、次のように教育的ニーズを説明する。
「どのような教育的支援が必要であるかの判断は、
教育観・障害観に左右される。学力向上を教育の第
一義的な目的とする教育観に立てば、『教科等の知
識・技能の最大限の習得に必要な教育的支援条件』
が教育的ニーズとなる。子ども主体の豊かな学校生
活を目指す教育観に立てば、『一人ひとりの思いを
大切に、豊かな学校生活を展開する上で必要な教育
的支援条件』が教育的ニーズとなる」１）。
太田（2006）は、第一条件として、子ども本人自
身に則した必要性をあげる。「子どもに目標を実現
する力があり、適切な条件があれば、その子の目
標・願いに則した教育や生活はきっと約束される。
けれども、障害ゆえに『こうありたい、こうした
い』という願いの実現がむずかしく、周囲の条件も
十分でなければ、やはり支援はほしい。ここに、支
援や指導、周囲の援助や介助の必要が生まれ、ニー
ズが生まれる。その子に本来ふさわしい教育や生活
をつくるうえで、提供されてよい支援・対応であ
る。その必要が大きければニーズも高い。本人がこ
うしてほしいと周囲に求めたい内容や声と言える。
支援・指導する立場から、教師もニーズをくみ取ろ
うとするが、根本的には、（障害のある子ども本人
のことばにならないものも含め）、本人が求め、願
う、本人自身に則した必要性をニーズと考えるべき
であろう」６）。
高倉・太田（2010）は、世界的な思潮である「主
体性の確保」を障害のある人の根源的ニーズと捉え
― 44 ―
た上で、子どもの「将来」でなく「今」満たす必
要、すなわち、教育的ニーズには即時性があること
を次のように指摘する。「こと教育においては、学
校・教師が子どもに対し、将来の自立や社会参加に
必要な力を身につけさせるという教育観はいまだ一
般に存在し、そこでは子どもの現在よりも将来のた
めとの指向性が強い。一方、本人の主体性の確保と
いう根源的と言えるニーズは、どのライフステージ
でも求められるものである。さらに、どの年代の当
事者も、今この時を主体的に生きたいというニーズ
をもつ。すなわち、主体性の確保というニーズは、
常に、『今、この時に』という即時的な必要性を有
していると考えられるのである。こうした考え方に
立てば、教育においても、子どもが『今』の学校生
活において主体的に生きることを、本来の子ども当
事者がもつニーズとして確認すべきである」12）。
小出が指摘したように、「教育的ニーズ」に含ま
れる教育的価値をどのように受け止めるかは、それ
ぞれの教育観によって異なる。しかし、確認してお
きたいことは、この用語・概念は、障害のある人の
主体性確保を志向する国際的思潮を背景に醸成され
た概念であるということである。
「理念」が示す、「（子どもの）主体的な取組を支
援」するという視点から、教育的ニーズを把握する
ということは、子どもが学校生活や学習に主体的に
取り組めるよう、教育的支援の必要性を把握する
ということである。この視点からの教育的支援は、
「障害（impairment）」に起因する困難性や環境的側
面に関係して生じる困難性への対応もあるが、その
ベースには、学校で今を生きる主体的当事者として
の「思い」「願い」「やりがい」「手応え」といった、
子どもの意思・意向・実感などに加え、持てる力の
最大限の発揮など発達上の希求があることを確認・
強調すべきであろう。
４．「適切な指導及び支援」の対象
「理念」の後段には、「（子どもの）持てる力を高
め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、
適切な指導及び必要な支援を行う」とある。この文
言であるが、「指導及び支援」は、子どもだけに向
けられているわけではないと考える。「教育的ニー
ズ」をめぐる国際的理念を踏まえれば、生活や学習
上の困難を改善又は克服のための取り組みの対象
は、生活や学習上の困難を引き起こす「子どもの環
境」も含まれているものと理解すべきであると考え
られる。
これを示すものとして、「特別支援教育の推進に
ついて（通知）」では、「理念」と合わせ「教育活
動等を行う際の留意事項等」として、次のように示
している。「障害種別の判断も重要であるが、当該
幼児児童生徒が示す困難に、より重点を置いた対応
を心がけること」、「教師はその障害の特徴や対応を
固定的にとらえることのないよう注意」、「周囲の理
解と支援が重要」、「各学校は、障害のある幼児児童
生徒が、円滑に学習や学校生活を行うことができる
よう、必要な配慮を行うこと」、「表面に表れた現象
のみにとらわれず、その背景に障害が関係している
可能性があるか否かなど、幼児児童生徒をめぐる状
況に十分留意しつつ慎重に対応する必要があるこ
と」。いずれも、障害特性だけに目を向けるのでな
く、子どもを囲む背景や環境も含んで取り組むこと
の留意である。
おわりに
特別支援教育への転換は、「障害の程度等」から
「教育的ニーズ」への転換を志向したが、現状で懸
念されるのが、教育現場に「教育的ニーズ」を単な
る実態把握と捉える傾向が見られることである。困
難性に応じた手立てを用意するために、心理テスト
等を用いてアセスメントを行い、多面的・総合的に
子どもの実態を把握するという理解であるが、結果
的に、「障害（impairment）」に起因する困難性に注
目が偏り、それへの直接的な対応に傾斜している面
もある。こうした「教育的ニーズ」の理解は、従来
の「障害（impairment）」のラベルを貼り替えたも
のに過ぎないばかりか、教育的価値の後退さえ誘発
する可能性もある。結果として、教育現場が医療に
傾くことを、田中は「教育の医療化」13）14）と指摘し
ている。
こうした懸念が本論執筆の問題意識であり動機で
ある。斯界の動向は、明らかにインクルーシブ教育
を志向している。この動向の中で、子ども当事者の
ニーズと教育的価値をどう結びつけていくかがます
ます問われているように思う。今後のこの教育のあ
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りようを考える上で、本論では、少なくとも、検討
点として「教育における子どもの主体性の確保」が
キーワードになることを示唆したいと考える。
註
本論では、狭義の「障害」を示す際に、「障害（impairment）」
と表記した。
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